
　

全
国
の
健
保
組
合
は
引
き
続
き
高
齢
者
医
療
制
度
へ
の
過
重

な
負
担
等
に
よ
り
、
厳
し
い
財
政
状
況
に
置
か
れ
て
い
ま
す
。

本
年
4
月
に
健
康
保
険
組
合
連
合
会
（
約
１
４
０
０
健
保
組

合
）
が
発
表
し
た
平
成
29
年
度
の
健
康
保
険
の
予
算
ベ
ー
ス
の

平
均
の
適
用
料
率
は
91
・
7
‰
（
前
年
度
比
＋
0
・
7
‰
）、

一
方
、
支
出
を
賄
い
赤
字
を
出
さ
ず
収
支
均
衡
と
す
る
料

率
（
収
支
均
衡
料
率
）
は
推
定
で
98
・
2
‰
（
前
年
度
比
＋

2
・
1
‰
）
で
あ
り
、
こ
の
差
は
約
▲
6
・
5
‰
と
な
り
ま
す
。

経
常
収
支
の
赤
字
額
は
約
3
、
０
６
０
億
円
の
規
模
と
な
り
、

赤
字
組
合
は
全
組
合
の
7
割
を
超
え
て
い
ま
す
。

　

健
保
組
合
全
体
で
は
、
保
険
料
収
入
は
被
保
険
者
数
の
増

加
や
保
険
料
率
の
引
き
上
げ
に
よ
り
前
年
度
比
3
・
0
％
、

2
、
３
１
１
億
円
増
加
し
ま
し
た
が
、
法
定
給
付
費
も
前
年
度

比
3
・
6
％
、
1
、
４
２
２
億
円
増
と
保
険
料
収
入
の
伸
び

率
を
上
回
る
予
算
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
後
期
高
齢
者
支

援
金
・
前
期
高
齢
者
納
付
金
な
ど
の
高
齢
者
医
療
へ
の
納
付
金

は
、
総
額
で
7
・
2
％
、
2
、
３
８
２
億
円
の
大
幅
増
で
保

険
料
収
入
に
対
す
る
納
付
金
の
割
合
は
44
・
5
％
と
依
然
と

し
て
高
い
水
準
に
あ
り
、
同
割
合
が
50
％
を
超
え
る
健
保
組

合
は
３
３
１
組
合
の
状
況
に
あ
り
ま
す
。

健
保
組
合
を
取
り
巻
く
状
況

　

当
健
保
組
合
の
健
康
保
険
料
率
は
、
他
の
健
保
組
合
と
同

様
に
近
年
の
高
齢
者
医
療
負
担
金
の
増
加
に
対
応
し
財
政
健

全
化
の
観
点
か
ら
、
平
成
23
～
25
年
度
に
か
け
て
通
算
20
‰
の

引
き
上
げ
を
実
施
し
て
き
ま
し
た
。
平
成
29
年
度
は
、
後
期

高
齢
者
支
援
金
の
全
面
総
報
酬
割
移
行
に
よ
る
負
担
増
加
は

あ
る
も
の
の
、
内
部
留
保
で
あ
る
別
途
積
立
金
の
活
用
（
取

り
崩
し
）
等
に
よ
り
、
前
年
度
に
引
き
続
き
、
現
行
の
健
康

保
険
料
率
78
・
0
‰
は
据
え
置
き
と
し
ま
す
。

　

な
お
、
平
成
28
年
度
収
支
の
着
地
見
込
み
が
予
算
対
比
で

改
善
さ
れ
て
い
る
た
め
、
別
途
積
立
金
残
高
は
平
成
28
年
度

末
で
33
億
円
規
模
を
確
保
で
き
る
と
予
測
し
て
お
り
、
平
成

29
年
度
に
取
り
崩
し
を
行
っ
て
も
平
成
29
年
度
末
は
29
・
5
億

円
の
残
高
を
確
保
で
き
る
も
の
と
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

健
康
保
険
料
収
入
は
、
料
率
は
据
え
置
い
て
い
ま
す
が
、

平
均
被
保
険
者
数
な
ど
の
増
加
を
一
定
程
度
織
り
込
ん
だ
こ

と
に
よ
り
、
前
年
度
見
込
比
1
・
6
億
円
増
加
し
１
３
７
・

1
億
円
と
な
る
見
込
み
で
す
。
ま
た
、
資
金
繰
り
等
に
伴
う

資
金
の
流
動
性
確
保
の
観
点
よ
り
、
期
中
に
別
途
積
立
金
か

ら
12
億
円
を
繰
り
入
れ
て
対
応
し
ま
す
。

　

主
な
支
出
は
、
皆
さ
ん
が
医
療
機
関
に
か
か
っ
た
と
き
に
支

払
わ
れ
る
保
険
給
付
費
と
高
齢
者
の
医
療
費
を
賄
う
た
め
に

拠
出
す
る
納
付
金
（
高
齢
者
医
療
負
担
金
）、
保
健
事
業
費

な
ど
で
す
。

　

保
険
給
付
費
全
体
で
は
、
65
・
3
億
円
と
な
る
見
込
み
で
す
。

こ
の
う
ち
、
保
険
給
付
費
の
太
宗
を
占
め
る
法
定
給
付
費
に

つ
い
て
は
、「
被
保
険
者
1
人
当
た
り
給
付
費
」
は
過
去
３
カ

年
平
均
で
は
1
・
3
％
の
増
加
に
止
ま
っ
て
い
ま
す
が
、
3
％

の
増
加
を
確
保
し
63
・
6
億
円
と
見
込
ん
で
い
ま
す
。
ま
た
、

各
健
保
組
合
の
独
自
給
付
に
当
た
る
付
加
給
付
費
の
「
被
保

険
者
1
人
当
た
り
給
付
費
」
に
つ
い
て
も
、
法
定
給
付
費
と
合

わ
せ
3
％
増
の
1
・
7
億
円
を
予
算
化
し
ま
し
た
。

　

納
付
金
（
高
齢
者
医
療
負
担
金
）
に
つ
い
て
は
、
平
成
29
年

度
は
66
・
2
億
円
と
前
年
度
見
込
比
7
・
6
億
円
の
増
加
と

な
り
ま
す
。
こ
れ
は
、
後
期
高
齢
者
支
援
金
が
全
面
総
報
酬

割
の
算
出
方
法
に
移
行
す
る
こ
と
に
よ
り
前
年
度
見
込
比
5
・

0
億
円
増
加
す
る
こ
と
、
前
期
高
齢
者
納
付
金
が
前
期
高
齢

者
の
医
療
費
の
増
加
等
に
伴
い
前
年
度
見
込
比
2
・
5
億
円
増

加
す
る
こ
と
に
よ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
保
健
事
業
費
に
つ
い
て
は
、
当
健
保
組
合
の
重
点
施

策
で
あ
る
「
社
員
」
と
「
配
偶
者
」へ
の
確
実
な
健
診
・
指
導
に

引
続
き
資
源
を
投
入
す
る
と
と
も
に
、
平
成
29
年
度
は
特
定

健
診
・
指
導
第
2
期
5
カ
年
計
画
（
平
成
25
～
29
年
度
）
及

び
平
成
27
年
度
か
ら
試
行
実
施
と
な
っ
て
い
る
第
1
期
デ
ー
タ

ヘ
ル
ス
計
画
の
最
終
年
度
で
あ
り
、
前
年
度
見
込
比
0
・
5
億

円
増
（
前
年
度
予
算
比
0
・
3
億
円
増
）
と
な
る
9
・
7
億

円
を
確
保
し
て
い
ま
す
。

平
成
29
年
度
の
健
康
保
険
料
率
は
、

78
・
0
‰
で
据
え
置
き
と
し
ま
す
。

健 

康
保
険
予
算
の
概
要

収
　
入

支
　
出
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総合計

15,303 百万円
経常収入合計

13,733 百万円

収 入

総合計

15,303 百万円
経常支出合計

14,207 百万円

支 出

青字の項目…経常収入・経常支出
黒字の項目…経常外収入・経常外支出

89.6
%

0.2
%

その他の経常収入
26 百万円

1.6
%

調整保険料収入
241 百万円

0.0
%

その他の経常外支出
3 百万円

1.6
%

財政調整事業拠出金
241 百万円

0.8
%

財政調整事業交付金
130 百万円

5.6
%

予備費
852 百万円

7.8
%

別途積立金繰入
1,200 百万円

平成29年度   健康保険予算収支概要（％は総額に占める割合）

法定給付費
6,360 百万円（41.6％）

付加給付費
168 百万円（1.1％）

42.7
%

保険給付費
6,527 百万円

0.5
%

事務費
81 百万円

前期高齢者納付金
2,720 百万円（17.8％）

後期高齢者支援金
3,664 百万円（23.9％）

退職者給付拠出金
234 百万円（1.5％）

43.2
%

納付金
6,618 百万円

6.4
%

保健事業費
972 百万円

0.1
%

その他の経常支出
9 百万円

保険料
13,707 百万円

保険料率・収支均衡料率・経常収支・
別途積立金残高の推移
（億円）

28 年度
見込

（‰）

29 年度
予算

24 年度
決算

25 年度
決算

26 年度
決算

27 年度
決算
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別途積立金残高

経常収支差引額

9.2 9.0

18.1 24.2 26.8
33.0

▲10.2

4.7
0.8

29.5

▲4.8

収支均衡料率

4.8

保険料率

68.0

78.0 78.0 78.0 78.0

78.0

80.7

73.7

72.8
75.3

77.4
75.3

予算算出の基礎数値

（注 1）特定保険料率は、高齢者医療制度のために外部に拠出する「負担金」を保険
料率で表したもの

平成28年度予算 平成29年度予算 増　減

被保険者数 26,470 人 26,560 人 ＋90 人

平均標準報酬月額 394,770 円 400,000 円 ＋5,230 円

保険料率 78.0 ／ 1000 78.0 ／ 1000 なし

事業主 49.0 ／ 1000 49.0 ／ 1000 なし

被保険者 29.0 ／ 1000 29.0 ／ 1000 なし

保険料率のうち
特定保険料率（注1）

33.32 ／ 1000 37.02 ／ 1000 ＋3.7 ／ 1000

介護保険料率 12.0 ／ 1000 13.2 ／ 1000 ＋1.2 ／ 1000

事業主 6.0 ／ 1000 6.6 ／ 1000 ＋0.6 ／ 1000

被保険者 6.0 ／ 1000 6.6 ／ 1000 ＋0.6 ／ 1000

基本的には毎期経常的、反復的に発生する収入支出。ただし、再保険の回収にあたる財政調整事業交付金は経常収支から除かれております。

臨時的に発生する収入支出。

経常外収支

経 常 収 支

用語をチェック！

3



　

健
康
保
険
料
率
を
考
え
る
上
で
重
要
な
要
素
と

な
る
保
険
給
付
費
と
納
付
金
（
高
齢
者
医
療
負
担

金
）
は
、
今
後
も
着
実
な
増
加
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

　

2
月
の
組
合
会
で
確
認
さ
れ
た
今
後
の
健
康
保

険
料
率
の
推
移
予
測
は
、
下
表
の
通
り
で
す
。
内
部

留
保
に
つ
い
て
は
一
定
水
準
の
残
高
を
確
保
し
つ
つ
、

料
率
引
き
上
げ
抑
制
に
活
用
し
て
い
き
ま
す
。

　

健
保
組
合
の
財
政
を
取
り
巻
く
環
境
は
、
保
険

給
付
費
に
つ
い
て
は
高
額
な
先
端
医
療
の
進
展
な
ど

も
背
景
に
今
後
も
増
加
傾
向
は
避
け
ら
れ
ず
、
納

付
金
（
高
齢
者
医
療
負
担
金
）
に
つ
い
て
も
、
高
齢

者
の
増
加
に
伴
っ
て
負
担
は
増
加
し
て
い
く
も
の
と

思
わ
れ
ま
す
。

　

引
き
続
き
、
収
支
の
均
衡
と
一
定
水
準
の
内
部
留

保
確
保
の
た
め
に
機
動
的
な
対
応
が
取
れ
る
よ
う
、

分
析
と
情
報
収
集
を
継
続
し
て
い
き
ま
す
。

健康保険の経常収支と内部留保残高の推移

－－

＜75.3‰＞
＜77.4‰＞ ＜75.3‰＞

＜80.7‰＞

＜85.6‰＞

収入 支出

収支黒字
＋4.7

保険料収入
133.8

保険給付費
59.1

保健事業費
8.8

納付金
高齢者医療

負担金
60.6

+0.0‰
+0.0 ‰

+0.0‰

保険料率

被保険者
事業主

29.0‰
49.0‰

78.0‰

平成26年度
実　　績

対平成25
増減

収入 支出

収支黒字
＋0.8

保険料収入
133.6

保険給付費
60.7

保健事業費
8.9

納付金
高齢者医療

負担金
62.7

+0.0‰
+0.0 ‰

+0.0 ‰

保険料率

被保険者
事業主

29.0‰
49.0‰

78.0‰

平成27年度
実　　績

対平成26
増減

収入 支出

保険料収入
135.5

保険給付費
62.3

保健事業費
9.2

納付金
高齢者医療

負担金
58.6

+0.0‰
+0.0 ‰

+0.0 ‰

保険料率

被保険者
事業主

29.0‰
49.0‰

78.0‰

平成28年度
着地見込

対平成27
増減

収入 支出

保険料収入
137.1

保険給付費
65.3

保健事業費
9.7

納付金
高齢者医療

負担金
66.2

+0.0‰
+0.0 ‰

+0.0 ‰

保険料率

被保険者
事業主

29.0‰
49.0‰

78.0‰

平成29年度
予　　算

対平成28
増減

収入 支出

収支赤字
▲2.9

保険料収入
147.7

保険給付費
67.2

保健事業費
10.0

納付金
高齢者医療

負担金
72.6

+6.0‰
+3.0 ‰

+3.0 ‰

保険料率

被保険者
事業主

32.0‰
52.0‰

84.0‰

平成30年度
予　　測

対平成29
増減

＜88.4‰＞

収入 支出

収支赤字
▲7.9

保険料収入
147.7

保険給付費
69.2

保健事業費
10.3

納付金
高齢者医療

負担金
75.3

+0.0‰
+0.0 ‰

+0.0 ‰

保険料率

被保険者
事業主

32.0‰
52.0‰

84.0‰

平成31年度
予　　測

対平成30
増減

平成30・31年度　予測

経

常

収

支

内
部
留
保

27.8 27.8 27.8

（億円）

（億円）

別途積立金残高

法定準備金残高

積立率
－ －27.8 27.8

（187%） （182%） （182%） （179%） （170%） （161%）

+2.6 +6.2+6.124.2 26.8 33.0 ▲3.5 ▲1.629.5 27.9

－27.8

▲6.621.3

（注）＜　＞内は収支均衡料率（支出を賄うのに必要な料率）［単位：億円］

収支黒字
＋4.8 収支赤字

▲4.8

今
後
の
健
康
保
険
料
率
の
予
測

平
成
30
年
度
予
測

　
保
険
給
付
費
の
一
定
率
で
の
増
加
見
込
み
と
納
付
金

（
高
齢
者
医
療
負
担
金
）
の
増
加
予
測
を
織
り
込
ん

で
お
り
、
経
常
支
出
を
賄
う
た
め
に
必
要
な
収
支
均

衡
料
率
は
85
・
6
‰
の
水
準
に
上
昇
す
る
と
予
測
し

て
い
ま
す
。

　
こ
の
負
担
増
に
対
し
て
は
「
別
途
積
立
金
」
の
取

り
崩
し
に
よ
り
一
定
の
対
応
を
す
る
も
の
の
、
平
成

26
年
度
か
ら
4
カ
年
据
え
置
い
て
き
た
健
康
保
険
料

率
は
、
翌
年
度
の
据
え
置
き
を
視
野
に
入
れ
て
6
‰

程
度
の
引
き
上
げ
を
予
測
し
て
い
ま
す
。

平
成
31
年
度
予
測

　
収
支
均
衡
料
率
は
88
・
4
‰
が
見
込
ま
れ
ま
す
が
、

平
成
30
年
度
に
料
率
を
引
き
上
げ
、
別
途
積
立
金
を

取
り
崩
す
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
健
康
保
険
料
率
は
前

年
度
据
え
置
き
と
予
測
し
て
い
ま
す
。

　介護保険料（40 ～ 64 歳が対象）は健康保険料と別勘定で管理されており、各年度に国に納付する介護納付金を国に代わって徴収
するものです。国から示される介護納付金の算出方法は、従来は加入者割により算出されていましたが、平成 29 年度から当健保組合に
負担増となる一部総報酬割（年換算で 1/3 総報酬割・2/3 加入者割）の要素が導入されることになりました。その制度改正に伴い、国
に納める納付金負担が増加することに対応するため、介護保険料率の引き上げを行うものです。
　総報酬割の要素は、平成 30 年度に 1/2 総報酬割（1/2 加入者割）、平成 31 年度に 3/4 総報酬割（1/4 加入者割）、平成 32 年度以
降は全面総報酬割と段階的に拡大していくため、今後も料率の引き上げが見込まれます。
　ご理解のほど、お願いいたします。

平成 29 年度の介護保険料率は、前年度の 12.0‰から1.2‰引き上げ 13.2‰とします。

4平成29年－春


